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自助・共助による自主防災力向上のため
避難行動要支援者の避難支援の仕組みづくりを推進しています（柳川市）

○柳川市では、「福岡県避難行動要支援者個別計画策定促進支援事業」を

活用し、沖端地区にて防災ワークショップ、避難訓練を実施しました。

避 難 訓 練

■日時：平成２８年５月１１日（水）

平成２８年１０月９日（日）

■場所：矢留小学校

■対象：矢留小学校１年～６年生、沖端地区住民

■内容：避難訓練

防災ワークショップ

■日時：平成２８年８月１９日（金）

平成２８年９月１２日（月）

■場所：矢留うぶすな館

■対象：沖端地区住民

■内容：防災マップ、避難行動要支援者の個別計画

の作成

出水期を前に
水防活動能力の向上、関係機関との連携強化を目的とした

防災訓練・水防演習を実施しました（柳川市）

○柳川市では、公的機関、災害協定締結機関、自主防災組織などとともに

防災訓練・水防演習を実施しました。

防災訓練・水防演習

■日時：平成２８年５月２９日（日）

■場所：柳川市橋本町

■参加機関

柳川市、柳川消防署、
柳川消防団、筑後川
河川事務所矢部川出
張所、南筑後県土整
備事務所柳川支所、
柳川警察署、柳川市
地域婦人会連絡協議
会、柳川市建設業協
会、ライフライン事
業者、柳川山門医師
会
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平成２４年７月九州北部豪雨災害の教訓を生かした
マイハザードマップの作成を支援（柳川市）

○柳川市では、九州北部豪雨災害を踏まえ、自分たちのまちは自分たちで守る

ため、三条公民館で出前講座を開催し、防災マップなどを作成しました。

出前講座

■日時：平成２８年 ７月２９日（金）

平成２８年１２月 ５日（月）

平成２９年 ３月 ６日（月）

■場所：三条公民館

■対象：三条地区住民

■内容：防災マップ、緊急連絡網、避難行動

要支援者の個別計画の作成

災害発生時の外国人観光客への情報伝達について
取組みを進めています（柳川市）

○柳川市に訪れる多くの外国人観光客への災害情報の正確かつ迅速な伝達の

ため「やさしい日本語」リーダー養成講座を開催

「やさしい日本語」リーダー養成講座

■内容：柳川市を訪れる外国人観光客の ■日時：平成２８年１１月２１日（月）

約８割が日本語の学習意欲が高い台湾や 平成２８年１１月２８日（月）

韓国、香港の人たちという背景を受け、 平成２８年１２月 ５日（月）

少しだけ日本語が分かる外国人にも伝わ

りやすい「やさしい日本語」を広げるた

めリーダー養成講習を実施
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災害にそなえた各家庭・事業所における備蓄の推進（柳川市）

○出前講座や避難訓練の際に備蓄推進啓発コーナーを設置

○柳川市では引き続き、飲料水、非常食などの備蓄を推進

備蓄推進啓発コーナーの設置

■場所：出前講座、防災ワークショップ、避難訓練

の会場

■内容：「備蓄しましょう３日分」のキャッチフ

レーズで、災害用の備蓄品や非常持ち出し

品、簡易トイレの使い方などを紹介

柳川市における飲料水、非常食の備蓄推進

■場 所：市全庁舎及び第１次避難所

■飲料水：500mlペットボトル 約14,000本

■非常食：アルファ化飯 約8,300食
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平成28年度筑後市水防訓練

筑後市・筑後市消防本部・消防団員による土嚢作成訓練 積み土嚢工法

月の輪工法 防災会議委員及び関係
機関による工法巡視

エアテント設置訓練
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防災に関する啓発活動（小郡市）

①避難訓練の実施

 実 施：宝城南自主防災組織

 日 時：平成２８年６月２１日（火）

 想 定：大雨による宝満川の増水

 避難先：宝城中学校体育館

◎避難準備情報、避難勧告の順で発令し、要援護者、一般住民が避難を

開始しなければならないタイミングを認識できるような訓練を実施した。

自主防災組織の災害時の取組として情報伝達、避難誘導、要援護者

の避難支援を行った。

①各校区・各行政区における防災研修・防災訓練の
実施（図上訓練、避難訓練）

②小郡市防災リーダー認定講習会の実施
③小郡市防災リーダーフォローアップ研修の実施

防災に関する啓発活動（小郡市）

②小郡市防災リーダー認定講習会の実施

 対 象：小郡市在住の方

 日 時：平成２８年６月１２、１９日（日）

 目 的：災害に対する基礎的な知識を習得し、地域防災活動で自主的・
主体的に活動していただける「防災リーダー」を育成する

◎講義の様子 ◎普通救命講習
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防災に関する啓発活動（小郡市）

③小郡市防災リーダーフォローアップ研修の実施

 対 象：小郡市防災リーダーに認定された方

 日 時：平成２９年３月１２日（日）

 目 的：防災リーダーのスキルアップ、過去の学習内容の復習

◎講義の様子 ◎普通救命講習

◎イメージＴＥＮでは災害発生時の緊迫した状況を疑似体験した。

応急救護では三角巾を使った負傷者の救護方法を習得した。
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〜災害の歴史を後世に〜 災害記念碑を防災講習会に活⽤（うきは市）

○うきは市では、江⼾時代に建てられた備蓄の⼤切さを記録した「儲穀(ちょこく)の碑」や⼟砂
災害による災害の状況から復興までの記録をした「⼤村復興碑」、昭和２８年の⻄⽇本⼤⽔害を
記録した「⽔害復興碑」などの歴史資料を活⽤して、各地区で防災講習会を開催しています。

碑
文

享
保
五
年
こ
の
村
は
山
崩
れ
に
よ
っ
て
水
は
溢
れ
、
田
は
石
や
砂
で

埋
ま
っ
た
。
不
慮
の
災
厄
に
対
し
て
は
、
備
え
が
寛
容
な
の
で
以
来
二
十
五

年
間
、
今
年
寛
政
六
年
迄
に
七
十
七
石
余
り
を
蓄
え
た
。(

一
部
省
略)

⼤村復興碑儲穀（ちょこく）の碑
碑
文

復
興
に
は
長
い
年
月
を
要
し
た
、
子
孫
は
祖
先
の
恩
を
忘
れ
ず
、

災
害
に
備
え
る
こ
と
を
忘
れ
る
な
。(
一
部)

〜⻄⽇本⼤⽔害の記録を後世に〜
梅⾬⼊りを前に⽔害の記念碑を防災講習会に活⽤（うきは市）

○うきは市では、梅⾬⼊りを前に⽔害への備えを喚起するため、昭和28年6⽉に発⽣した⻄⽇本
⼤⽔害の被害状況と復興への苦労を記した、⽔害復興碑を活⽤して、各地で防災講習会を開催し
ています。

碑

文

昭
和
二
十
八
年
六
月
二
十
五
日
か
ら
二
十
六
日
に
掛
け

て
の
豪
雨
は
、
五
百
ミ
リ
を
超
え
、
巨
瀬
川
、
美
津
留

川
が
相
次
い
で
氾
濫
、
筑
後
川
恵
蘇
宿
鉄
橋
も
流
出
、

続
い
て
中
島
堤
防
約
五
百
メ
ー
ト
ル
が
決
壊
し
、
濁
流

奔
馬
の
如
く
、
瞬
時
に
し
て
床
上
・
床
下
浸
水
三
百
有

余
戸
に
達
し
、
美
田
は
た
ち
ま
ち
流
出
・
埋
没
し
つ
く

す
。
当
地
区
内
の
耕
地
の
荒
廃
百
三
十
町
歩
。
橋
梁
の

流
出
大
小
二
十
余
橋
な
り
。
こ
の
未
曾
有
の
大
惨
事
に

村
民
は
た
だ
茫
然
自
失
な
り
。

復
興
は
幾
多
の
辛
酸
を
な
め
つ
つ
苦
難
に
耐
え
、
夜
を

日
を
つ
き
て
突
貫
工
事
を
行
な
う
。
一
望
砂
漠
の
如
き

被
災
地
は
、
再
び
沃
饒
な
る
美
田
に
還
り
、
豊
饒
の
実

り
を
見
る
に
い
た
る
。
こ
れ
即
ち
伝
統
の
五
庄
屋
精
神

に
な
ら
え
し
も
と
の
思
う
べ
し
。(

一
部
省
略)

水
害
復
興
碑
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（大刀洗町）広報誌に防災特集・水防訓練記事を掲載(平成28年6月号)
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①防災に関する啓発活動【大木町】

住民目線のソフト対策、各地区での防災勉強会取り組み事例
＜地区自主防災会研修会・心肺蘇生法等実施訓練などを実施。＞

■日 時：平成28年11月13日（日）

■対 象：笹渕地区お茶の間学級

■テーマ：日常生活における防災の備え―地震編

■内 容：町による地震への備えについての講話、三潴消防署と

消防団指導による参加者の消火訓練

■日 時：平成28年5月10日（火）・9月3日（土）・9月11日（日）

■対 象：上八院上区自主防災会・道本地区自主防災会・前牟田東区自主防災会

■テーマ：自主防災会の活動等について

■内 容：自主防災会の組織維持、要支援者確認等、災害時の情報伝達について、心配蘇生法訓練

■日 時：平成29年1月29日（日）・2月25日（土）

■対 象：蛭池地区自主防災会

■テーマ：自主防災会の活動等について、防災情報の伝達等について

■内 容：自主防災会の組織維持、要支援者確認と支援者の確定

図上訓練、災害時の情報伝達について

■日 時：平成29年2月19日（日）

■対 象：道本地区自主防災会

■テーマ：地震の際の非常持出品、情報伝達、緊急地震速報などについて

■内 容：町職員による講話、三潴消防署と消防団による心肺蘇生法訓練など

平成28年度の実践内容

①防災に関する啓発活動【大木町】

わかりやすい防災情報の提供と普及啓発活動の取り組み事例

＜普及啓発活動の実施―防災講演会の実施＞

■日 時：平成28年7月27日

■対 象：町内各自主防災会及び町職員

■テーマ：自然災害（主に水害）についての基礎知識、大雨から自分の身を守るためにはどうすればよいか

■内 容：台風等の風水害による被害を軽減するため、福岡管区気象台職員による自然災害に関する基礎知識及びその対処

方法等に係る研修会を実施し、町民の災害対応力の向上を図ることを目的に実施した。

また、「災害に関する情報の伝達、避難判断マニュアル、防災メールまもるくんの登録」について町職員による説明

を行った。

平成28年度の実践内容
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⑥水防に関する取組み【大木町】

水防団員の人材確保、育成の取り組み事例

＜水防訓練の実施＞

■日 時：平成28年6月12日（日）

■対 象：大木町消防団員

■内 容：参加団員による土のう作成要領の習熟、積み土のう工法の実施

作成した土のうの格納庫等への保管・配置

町職員による土のう保管数の確認

■日 時：平成28年9月25日（日）

■対 象：大木町消防団員

■内 容：参加団員による土のう作成要領の習熟（主に新入団員を対象）

重要水防箇所付近の公民館グラウンドへの土のう作成用の土の再配置

町職員による土のう保管数の確認

平成28年度の実践内容
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1‐2 防災情報総合サイトの活用と周知

○ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞで関係機関（気象関係、行政関係、病院、警察・消防、ライフライン）の情報を提供
○出前講座を通じ、今後も周知等を継続

■ホームページ等を利用した防災情報の提供【佐賀市】

21

【１ 情報収集・伝達】

■目標

1‐4 民間からの情報提供

○浸水が発生しやすい地区を対象として、「浸水標尺」を市内平野部に７７箇所設置
○浸水状況を的確に捉え、今後の排水対策に活用
○設置場所が広範囲に及ぶため、浸水時の読み取りは、市職員のほか災害ボランティア団体等への
協力を依頼

■平常時からの災害リスク情報の提供等【佐賀市】

22

【１ 情報収集・伝達】

■目標

○浸水標尺の設置を行い、地域の浸水傾向をつかみ、住民と行政が浸水に関する情報共有を推進し
ており、今後も取組を強化する

○浸水標尺の場所

○浸水深の目盛

◎協力内容

○読取時間

の報告

＋
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1‐7 テレビ放送を活用した河川・高潮防災情報提供

○地元FM２局（エフエム佐賀、えびすＦＭ）、地元ケーブルテレビ（ぶんぶんテレビ）と協定を結び、災害
時、地域に密着した緊急放送を通じて、迅速に災害情報や防災情報を発信しており、今後も継続実施

■マスメディアと連携したわかりやすい水防災情報の発信【佐賀市】

23

【１ 情報収集・伝達】

総合防災訓練の実施（佐賀市）

○佐賀市嘉瀬地区において、各関係機関の協力を得て総合防災訓練を実施
○情報伝達訓練を兼ね、防災行政無線、さがんメール、防災ラジオで情報伝達を実施
○自主防災組織との連携による避難所開設・運営訓練を実施

避難所への避難状況

避難所開設・運営訓練

孤立者救助訓練

倒壊家屋からの救出訓練 炊き出し訓練

水道管復旧訓練

12



小学生向け防災ハンドブックの配布（佐賀市）

○防災教育の一環として、小学生向けの防災ハンドブックを作成
○佐賀市内の公立小学校に通学する児童１２，９１７名を対象
○親子で防災に関する情報の周知を図る
○平成２８年度中の配布を予定

防災ハンドブック表紙 水防に関するページ

防災に関する啓発活動（佐賀市）

○各地区の防災勉強会や出前講座へ職員派遣を積極的に実施
○平成２８年度１３０件（実施予定含む） ※例年８０件程度
○今後も継続して取組みを行う

講座メニュー

・自主防災組織について
・みんなでできる防災教室
・地域でできる防災対策
など
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災害時の情報伝達手段の更なる多重化（佐賀市）

○従来の防災ラジオ、防災無線、また、防災情報・緊急情報などをメールでお知らせする
登録型のメール配信システム等に加え、強制配信型の緊急速報メールを運用開始
（平成２８年９月～）することで、情報伝達漏れの可能性を少なくし、更なる情報伝達
の多重化を図った

○配信対象者：佐賀市域に滞在中で、携帯電話・スマートフォンをお持ちの方全員
【ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ（ＡＵ）、ソフトバンクのみ】

○配信時期および内容：地震や大雨などの災害時の避難情報等緊急性の高い情報

14



一．住民が自ら避難行動を起こすための水防災意識の醸成
（教育・訓練）と水災害体験共有の取り組み

①防災に関する啓発活動

市の広報媒体（市報、ホームページ等）を活用した避難情報の伝達

市報（平成２９年５月号） 市報（平成２９年６月号）

市報に連続して防災特集ページを設けて、
避難所案内看板の新設、市内にお避難所
の場所や、災害の特徴や備えなどの啓発
を行った

記事の主な掲載内容
○これまで一部の指定避難所にしか設置して

いなかった避難所案内看板を全施設に設置。
※避難所の記号については日本工業規格

（ＪＩＳ）に基づく災害種別一般図記号を使用
○本市で起こりうる主な災害の特徴とその備え

について
○防災情報入手方法として、登録型メール配信

「防災ネットあんあん」の紹介
○６月の土砂災害防災月間の案内。

土砂災害警戒区域の確認方法の紹介 など

鳥栖市

①防災に関する啓発活動

各地区での出前講座、防災訓練等の取組みの支援

地区と地元消防団が
連携した防災訓練

ＡＥＤを使用した心肺蘇生訓練

消防署、消防団等防災関係機関と協力して、地区単位、
町区単位で防災訓練の取組みを実施

平成２８年度の実施内容

鳥栖市

●１３町区、２地区の防災訓練の
取組みを支援

●主な訓練
心肺蘇生法（ＡＥＤ）、避難誘導
訓練、情報伝達訓練、初期消火
訓練、炊出し訓練
など

●参加機関
消防署、警察
消防団、日本赤十字社 など

一．住民が自ら避難行動を起こすための水防災意識の醸成
（教育・訓練）と水災害体験共有の取り組み
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佐賀県

神埼消防本部(火災時）

神埼本庁（防災･行政情報）

文字入力装置

文字入力装置 遠隔制御装置

文字入力装置 遠隔制御装置

三継山中継局 再送信子局(1)

佐賀県
水防サーバ

屋外子局

放送を聞く

情報を見る・確認する
（無線放送内容を同時配信）

情 報 発 信

放

集落内の放送を行う
（集落独自の行政放送）

CATVテロップ表示（市民チャンネル視聴時に限る）

市防災メール(防災情報）

電話案内サービス

※ケーブルテレビ加入者のみ

ぶんぶんテレビ

インターネット

電話
回線

区長等からの電話登録による放送
（区内全子局、集落別に放送可能）

子局のみの集落放送

戸別受信機

文字表示戸別受信機

聞き逃し時の電話による放送内容の確認再生
電話0952－51－1260

イン
ター
ネット

※メール登録者のみ

市防災ホームページ(防災情報、雨量/水位)

※インターネット加入者のみ

ケーブ
ル

神 埼 市 民

情 報 収 集

情 報 受 信

無 線

携帯電話

（脊振町伊福）（脊振町広滝）

(聴覚障害者世帯)

(難聴地区、避難所、学校、保育園)

http://www.bousai.city.kanzaki.saga.jp

情報の受発信に関する取組み【神埼市】
１ - 1 避 難 行 動 に 質 す る 防 災 情 報 の 伝 達 ツ ー ル の 啓 発

情報の受発信に関する取組み【神埼市】

１ - 2 避 難 行 動 に 資 す る 防 災 情 報 の 伝 達 ツ ー ル の 啓 発 平 成 （ 2 8 年 4 月 ～ ）

防災メール登録方法

１ へアクセスするか、携帯電話のバーコードリーダー機http://www.bousai.city.kanzaki.saga.jp/mail/pub/

能がある場合は右上の QR コードを読み込んでからアクセスしてください。

神埼市では以下の配信条件に

合致したときに防災メールを配

信します。

配信条件

1)緊急の情報が発生したとき

2)市が必要と認めるとき

1.新規登録(サービス概要へ)

2.登録変更

3.登録解除

トップ画面に戻る

神埼市役所 総務課

0952-37-0100

1.新規登録(サービス概要へ)

をクリック

下記の内容のメールが届きま

すので、下記アドレスをクリック

このメールは、神埼市防災メー

ルを希望されたメールアドレス

に対して、自動応答で返信して

います。

～～省略～～

http://www.bousai.city.kanzaki.s

aga.jp/ 1vLm5lLmpw～省略～

↑このアドレスをスリック↑

メールが届いて、時間がたつと

上記アドレスにアクセスできなく

なりますので、その場合は再度

②空メール送信からやり直して

ください。

神埼市防災メール

サービス規約概要

[サービスの概要]

このサービスは神埼市が同報

無線などを通じてお知らせする

緊急情報や行政情報を電子メ

ールにおいてもお知らせするサ

ービスです。本メールサービス

は、次のドメインから配信されま

す。bousai.city.kanzaki.saga.jp

～～省略～～

□ 合意

前の画面に戻る

本サービスの規約内容をご覧

いただき、同意いただける方

をクリックは□合意

メールを送信する画面が表示さ

れますので、そのまま「何も入

力せず」送信してください。

神埼市防災メール

新規登録

このサービスは神埼市が同報

無線を通じてお知らせする各種

の情報を電子メールによりお知

らせするサービスです。

～～省略～～

次へ

をクリック次へ

神埼市防災メール

新規登録

緊急情報

受信条件選択

○神埼市全域

○地区別

□神埼

□千代田

□脊振

○受信しない

次へ

緊急情報を受ける地域を指定し

をクリック次へ

神埼市防災メール

新規登録

行政情報

受信条件選択

○神埼市全域

○地区別

□神埼

□千代田

□脊振

○受信しない

次へ

行政情報を受ける地域を指定し

をクリック次へ神埼市防災メール

新規登録

〔登録内容の確認〕

～～省略～～

OK

戻る

内容を確認しよろしければ をクOK

リック 変更する場合は で修戻る

正してください。

登録完了後、登録内容を通知するメールが届きます。このメールが届いて

全ての登録が完了となります。

返信メールを受信しない時は、着信拒否の設定をされていると思われます

ので、『ドメイン指定受信』の登録が必要です。

『ドメイン指定受信』の設定方法は各端末会社へお問い合わせください。

bousai.city.kanzaki.saga.jp

【防災情報チラシ】 【防災メール登録用紙】

・防災情報チラシの全戸配布や、要望のあった方や地区に個別説明を実施。
・市内の小中学校の教員に防災メール登録用紙の配布。
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情報の受発信に関する取組み【神埼市】

２ ハ ザ ー ド マ ッ プ の 作 成 ・ 公 表 （ 表 面 ） 平 成 2 9 年 3 月 作 成

情報の受発信に関する取組み【神埼市】

２ ハ ザ ー ド マ ッ プ の 作 成 ・ 公 表 （ 裏 面 ） 平 成 2 9 年 3 月 作 成

【北部版】 【南部版】
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的確な水防活動の推進【神埼市】

３ 河 川 タ ブ レ ッ ト カ メ ラ の 運 用 開 始 （ 平 成 2 8 年 4 月 ～ ）

タブレット端末で撮影した現場の状況を、
リアルタイムで河川監視システムで確認することが可能。

水防に関する取組み【神埼市】

4 防災訓練の実施 （ 平 成 2 8 年 5 月 ）

■地域住民・関係機関と連携した防災訓練
○警察署、消防署、消防団と連携した対策本部運営訓練
○避難勧告等の発令に着目したタイムラインを用いた訓練
○危険箇所の巡視や水防訓練の実施
○出水期前の水防工法訓練の実施

【対策本部運営訓練】
【タイムラインを用いた訓練】 【水防工法訓練】
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的確な水防活動の推進【神埼市】

5 水 防 災 啓 発 等 に 関 す る 取 組 み

・小中学校で防災教育を実施
・住民団体とイベントを通じた防災意識の啓発

【中学校で避難訓練に併せた防災説明会】
（平成28年12月）

【外国人実習生に防災説明会】
（平成29年2月）

水防に関する取組み【神埼市】

6 民 間 の 力 を 使 っ た 防 災 力 向 上 （ 各 種 災 害 協 定 の 締 結 ） 平 成 2 8 年 6 月

・陸上自衛隊九州補給所と協定を締結
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平成28年度の取組内容について【上峰町】

１.町内在住防災士による町広報紙での防災コラムを毎月掲載

２.ハザードマップの更新

３.防災行政無線の整備

４.指定避難所の看板を作製

１.町内在住防災士による町広報紙で
の防災コラムを毎月掲載

• 上峰町では、防災士が
作成した記事を毎月広
報紙に掲載しており、
住民に対し啓発を行っ
た。
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２.ハザードマップの更新

• 上峰町のハザードマッ
プを更新し、「上峰町防
災ガイドブック」を作成
した。

• 平成29年４月に全戸配
布予定。

３.防災行政無線の整備

• 上峰町防災行政無線
施設（同報系）整備事
業として、庁舎に親局・
各地区に屋外拡声子
局を26局、希望世帯及
び施設に戸別受信機を
整備し、Ｊアラートから
の自動起動や町からの
防災情報を放送する。

• 平成29年４月１日から
運用を開始する。
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４.指定避難所の看板を作製

• 平成28年度指定避難

所案内看板工事として、
12箇所に看板を設置し
た。
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水害リスク情報等の共有（洪水浸水想定区域）
○ 計画の基本となる降雨を対象とした洪水浸水想定区域を県のＨＰ等で公表。

（公表ＵＲＬ：http://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/sinsui-soutei.html）
○ 今後、想定最大規模降雨を対象とした洪水浸水想定区域についても順次作成を予定。

水害リスク情報等の共有による確実な避難の確保１

洪⽔浸⽔想定区域図の例（１級⽔系）

〈参考〉筑後川⽔系広川 洪⽔浸⽔想定区域図
（※計画の基本となる降⾬による浸⽔想定区域図）

〈参考〉筑後川⽔系⼩⽯原川 洪⽔浸⽔想定区域図
（※計画の基本となる降⾬による浸⽔想定区域図）

※ 指定状況

⼩⽯原川、⼤⼑洗川
巨瀬川、宝満川、広川

福岡県河川課

要配慮者利用施設における確実な避難（施設管理者等の理解促進）
○ 水害時の避難に関する理解を深めるため、施設管理者を対象とした防災情報等に関する説明

会を関係機関と連携して実施
○ 今後も、関係機関と連携し、理解促進のための取組を実施予定

水害リスク情報等の共有による確実な避難の確保２

 
開催日時 開催地区 開催会場 参加施設数 

平成２９年１月２６日 北九州 北九州芸術劇場 206 施設 

平成２９年１月３１日 筑後南部 大牟田文化会館 200 施設 

平成２９年２月 １日 福岡 福岡市民会館 260 施設 

平成２９年２月 ２日 筑豊 飯塚コスモスコモン 220 施設 

平成２９年２月 ７日 筑後北部 ピーポート甘木 179 施設 

福岡市民会館での開催状況

北九州下術劇場での開催状況

◆説明内容

１．防災気象情報について（福岡管区気象台）

２．水害に備えて （九州地方整備局）

３．土砂災害に備えて （福岡県砂防課）

４．避難計画について （福岡県消防防災指導課）

◆開催日時、参加施設数
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的確な水防活動や迅速な復旧等のための取組２

災害復旧実務者の育成活動
〇迅速な災害復旧のため、出水期前に

実務者に対し講習会や研修を実施。

〇研修では、現地調査から査定設計書

の作成、さらに模擬査定の演習を行い、

災害復旧実務の流れを習得しています。

災害復旧実務研修

ブロック講習会

災害復旧実務講習会

• 災害に備え、平常時から地域で協力・援助体制を確立する方法や、災害時
に要配慮者を安全に避難誘導する方法などを分かりやすくまとめた防災啓
発パンフレット「みんなでつくろう災害に強いまち」を作成し、地域住民等に
配布しています。

• 「福岡県避難行動要支援者避難支援事業」、「福岡県自主防災組織リー
ダー研修会」、「福岡県地域防災シンポジウム」、「ふくおか県政出前講座」
などを通じて、防災情報の入手方法、自助・共助の重要性、自主防災組織
の活性化などの理解を深める講演や災害図上訓練を実施しています。

福岡県自主防災組織リーダー研修会福岡県避難行動要支援者避難支援事業

住民等の防災意識向上に向けた取組１
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○ 平成２８年度より想定し得る最大規模の降雨に対する洪水浸水想定区図策定業務に着手。
○ 平成２８年度末までに県が管理する１５河川で洪水浸水想定区図を策定。

■今後の予定
○ 平成２８年度未策定の１６河川について、平成２９年度中の策定を目指す。

■平常時からの災害リスク情報の提供等 【佐賀県】

流域の特徴を踏まえた広域的な避難行動計画策定の取組

圏域 H28 H29

筑後
・

嘉瀬川

佐賀江川 城原川

巨勢川 大木川

田手川 安良川

秋光川 祇園川

寒水川 福所江

通瀬川

本庄江

八田江

松浦川 松浦川 宇木川

玉島川 半田川

横田川 伊万里川

有田川 新田川

六角川 晴気川 牛津江川

中通川 今出川

武雄川 高橋川

鹿島川

中川

石木津川

塩田川

計 15 16

浸 水 想 定 区 域
対象河川（H2 8）

浸 水 想 定 区 域
対象河川（H2 8）

浸 水 想 定 区 域
対象河川（H2 9）

凡 例

直轄

○ 防災週間などで、佐賀県で発生した著名な洪水のパネル展示を実施。

■成果
○ 防災週間などでパネル展を実施したことで、広く県民に防災意識の啓発

が図られた。
○ 防災週間など以外では、県庁河川砂防課前の通路にパネルを常設し、

来訪者の方に過去の災害を広く知っていただく事が出来た。
■課題・今後の予定
○ 継続実施。

■防災に関する啓発活動 【佐賀県】

住民が自ら避難行動を起こすための水防災意識の醸成（教育・訓練）と水災害体験共有の取組

防災週間（平成２８年８月２９日～９月２日）
～佐賀県庁県民ホール～

防災とボランティア週間（平成２９年１月１５日～２１日）
～佐賀県警察本部ロビー～

平成２８年８月２９日 サガテレビニュース
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○ 平成２８年７月よりスマートフォン版河川水位情報サイトを公開。
○ 配信する情報を河川水位に絞ることで、利用者が必要な情報を迷わず入手することが可能。
○ 佐賀県が配信する防災・安全・安心情報配信システム「防災ネットあんあん」と連携することで、河川水位が氾濫

危険水位に達したときにメール受信者は河川の水位情報を視覚的にとらえることができるようになりました。

■河川水位情報システムの公開成果

■防災に関する啓発活動 【佐賀県】

住民が自ら避難行動を起こすための水防災意識の醸成（教育・訓練）と水災害体験共有の取組

登録者に
メールで通知

○すい坊くん
（スマートフォン版水位情報）

○防災ネット あんあん
（氾濫危険情報をメールで通知）

登録エリアに関する
水位情報を表示

Ｈ２８．９．１ 佐賀新聞（朝刊） １１面

Ｈ２８．８．２ 佐賀新聞（朝刊） ２０面

○ 地域の水防災意識の向上につなげることを目的に、流下能力が低い区間や過去に漏水があった箇所など、洪水
に対しリスクが高い区間を対象に共同点検を実施。

○ 共同点検は、土木事務所、市町、防災・砂防ボランティア協会、自治会等と実施。

【成果】
○ 量水標や水位局の存在を知っていただく事が出来た。
○ 河床高と堤内地盤高の関係から、破堤したときの影響について認識を深めていただくことが出来た。
○ 点検により、動物の巣穴が確認され、また、住民目線での新たな気付き（提案）があった。
【今後の予定】
○ 平成29年度も引き続き出水期前の共同点検を実施。

■平常時からの災害リスク情報の提供等 【佐賀県】

流域の特徴を踏まえた広域的な避難行動計画策定の取組

点検日 平成28年6月8日

出席者 佐賀土木事務所、小城市、防災・砂防ボランティア
協会、地元住民（19名）

点検日 平成28年6月1日

出席者 東部土木事務所、神埼警察署、佐賀広域消防局、
陸上自衛隊、吉野ヶ里町、同町消防団、同町区長
会、同町建設業協会、ＪＡさが三田川支所（23名）

晴
気
川

田
手
川

26



○ 台風１０号による豪雨により、岩手県岩泉町の高齢者福祉施設において多数の利用者が亡くなった事案を受け、要
配慮者利用施設の管理者に対して、河川・砂防情報等に関する理解を深めていただく説明会を県内９地区で開催。

○ 河川管理者（国土交通省、佐賀県）、佐賀地方気象台及び県消防防災課、県福祉関係部局と連携。
○ 説明会への出席状況・・・管理者数１，８８８名に対し８０４名出席（全体の４２．６％）

■平常時からの災害リスク情報の提供等【国土交通省・佐賀地方気象台・佐賀県】

流域の特徴を踏まえた広域的な避難行動計画策定の取組

【説明会開催地区】【説明会開催地区】

伊万里市・有田町（H29.1.24)

田島白石町長（H28.11.22)

【説明会の実施状況】【説明会の実施状況】【報道状況】【報道状況】

鳥栖・三養基地区

神埼・吉野ヶ里地区

佐賀地区

小城・多久地区

白石地区

鹿島・藤津地区

武雄・杵島地区

伊万里・有田地区

唐津・玄海地区

佐賀市（H29.1.31)

ＮＨＫニュース（H28.11.22放送)

平成２８年１１月２２日に白石町で佐
賀県内初（九州で２番目）となる説
明会を開催。
≪内容≫
・防災気象情報の活用について
・水害・土砂災害に備えて
・利用者を災害から守るために

○ 住民にわかりやすく水位情報を示すための水位レベル表示（量水標）を設置。
○ 平成２８年度より水位周知河川を対象に距離標を設置。
○ 距離標に設置箇所の海抜を併記することで、避難行動等への活用が期待される。

■平常時からの災害リスク情報の提供等【佐賀県】

流域の特徴を踏まえた広域的な避難行動計画策定の取組

田手川［広円橋］（吉野ヶ里町）城原川［朝日橋］（神埼市）

■成果
○ H28年度においては、佐賀江川など県が管理する２７河川４２箇所で量水標を設置。
○ 河川の水位状況を容易に認識することができ、水害リスクに対する意識啓発が行えた。
■今後の予定
○ 平成２９年の出水期までに県が管理する９河川３３箇所で量水標を設置。

巨勢川［学校橋］（佐賀市）

小学校近くの量水標は、子供
たちにわかりやすいよう工夫。
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水防災啓発等に関する取り組み

○平成２８年度も引き続き、小中学校の総合学習の場等を活用してダムの防災操作や
堰の役割等について説明を実施しました。（寺内ダム・筑後大堰）

■寺内ダム
小中学校（１１校） ４６１名

■筑後大堰
小学校（３校） １４９名

・ダムが洪水を防ぐため水の量
を調整していることが分かりまし
た。
・筑後川で一番ひどかった洪水
が、昭和２８年だとわかりました。
・寺内ダムはヤフオクドーム１０
杯分の水量を貯める事ができる
のにはびっくりしました。

参加者数

参加者の感想等

【水資源機構】

寺内ダムの防災操作等を説明 筑後大堰役割・操作等を説明

寺内ダム現地視察状況 筑後大堰現地視察状況

情報の受発信に関する取り組み
【水資源機構】

寺内ダムでは、ダムによる効果等をリアルタイムに
ホームページでお知らせしています。

筑後大堰では、ゲート操作（全開）を実施した場合
ホームページでお知らせしています。

筑後大堰では、H28年度にゲート全開操作を５回実施し、
その都度ホームページでお知らせしています。
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○防災ワークショップの実施（取り組み例）
・管内各気象官署で積極的に実施（実施回数 平成28年度：53回）
・教育関係者との共同で教職員を対象に実施

（下関、福岡、宮崎、佐賀）（写真１）
・熊本大学と連携し、防災・減災に関する公開講座の中で開催（写真２）
・「津波防災ワークショップ」を実施（福岡、大分、宮崎、鹿児島）

（写真３、４）
・多くの取り組みで、ファシリテーターは、気象予報士や学校の教員

○防災教育支援ポータル
・学校での活用を目的に以下をホームページに公開。

グループワークを活用した「10分で防災」、「津波・
防災ワークショップ」を公開。

安全知識の普及啓発
教育機関や地方自治体などの地域防災力向上の取り組みを支援。

佐賀県学校安全教育指導者研修会
佐賀地方気象台

熊本大学の公開講座
熊本地方気象台

写真２

※「防災ワークショップ」・・・防災に関しての、議論・発表等を通じた参加・体験型グループ学習
小学校での「津波防災ワークショップ」

福岡管区気象台

写真１

詳しくはWebで !!詳しくはWebで !!

防災教育支援ポータル 福岡 検索

写真４

教職員研修での「津波防災ワークショップ」
大分地方気象台

写真３

福岡管区気象台
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九州地方整備局市・地域と連携した水防災啓発の取組

昭和28年6月西日本水害の痕跡水位看板をコミュニティセンター、小学校に設置（平成28年11月）

▽昭和28年水害の痕跡水位

▽荒瀬集会所
（宮ノ陣2丁目4-2）

市役所・地域住民・国交省の三者合同で痕跡水位を確認

宮ノ陣校区コミュニティセンターへの設置状況

宮ノ陣小学校への設置状況
設置した看板

九州地方整備局
学校等教育機関と連携した防災教育の取組

○「防災教育モデル実践事業（大分県教育委員会）」への参加
実践委員の構成メンバーとして出張所長が参加し、防災情報の提供やアドバイス、講演等を実

施。

60
※防災教育モデル実践事業
・自らの命を自ら守るために適切な判断や行動を育成するとともに、安全安心な社会づくりに貢献するための資質や能力を推進するため、

防災教育モデル実践地域（モデル校）において、実践的な防災教育の充実発展に資するとともに、その成果を大分県内に普及させる取り組み。

【平成２８年度取組状況】
・日田市立東渓中学校からの申し入れにより、
平成29年1月13日に出前講座を実施
・1年～2年生の生徒48名を対象

実践委員会 構成メンバー

防災教育アドバイザー（NP0ﾚｽｷｭｰｻﾎﾟｰﾄ九州）

大分県 防災教育担当

国土交通省（筑後川河川 日田出張所）

日田市 防災担当、教育委員会

日田玖珠広域消防本部 日田消防署

自治会代表

指定モデル校 ＰＴＡ代表

指定モデル校 校長、教頭、職員

国土交通省の取り組み
・実践委員会において避難や避難場所についての
アドバイス及び水災害情報等の提供

・災害時の支援体制（災害対策機械等）
・平成２４年 九州北部豪雨災害対応状況の講演
・平成２８年 熊本地震災害への対応状況説明 等

【出前講座の内容】
○テーマ：大水害に備えよう

～避難の仕方を考える～
○内 容： ・平成24年九州北部豪雨のふり返り

・平成27年関東・東北豪雨のふり返り
・避難の仕方を知っておこう
・まとめ
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九州地方整備局
学校等教育機関と連携した防災教育の取り組み

○「防災教育モデル実践事業（大分県教育委員会）」への参加
実践委員の構成メンバーとして出張所長が参加し、防災情報の提供やアドバイス、講演等を実

施。

61
※防災教育モデル実践事業
・自らの命を自ら守るために適切な判断や行動を育成するとともに、安全安心な社会づくりに貢献するための資質や能力を推進するため、

防災教育モデル実践地域（モデル校）において、実践的な防災教育の充実発展に資するとともに、その成果を大分県内に普及させる取り組み。

■平成２７年度の実践内容
大分県立日田林工高等学校

■平成２８年度の実践内容
日田市立東渓小学校・東渓谷中学校

実践委員会 構成メンバー

防災教育アドバイザー（NP0ﾚｽｷｭｰｻﾎﾟｰﾄ九州）

大分県 防災教育担当

国土交通省（筑後川河川 日田出張所）

日田市 防災担当、教育委員会

日田玖珠広域消防本部 日田消防署

自治会代表

指定モデル校 ＰＴＡ代表

指定モデル校 校長、教頭、職員

国土交通省の取り組み
・実践委員会において避難や避難場所についての
アドバイス及び水災害情報等の提供

・災害時の支援体制（災害対策機械等）
・平成２４年 九州北部豪雨災害対応状況の講演
・平成２８年 熊本地震災害への対応状況説明

 防災避難訓練の実施
・避難訓練の実施及び学校が避難所となった場合
の避難所運営。

 オリジナル防災マップ及びグッズの作成
・防災科学技術研究所提供の「ｅコミマップ」を活用し、
住民からの聞き取り調査を踏まえたマップを作成。
・災害時の備蓄資機材を収納可能な机・椅子を制作。

 防災に関する講演会等
・国土交通省による講演や気象庁によるワークショップ
の実施

 学校待機・保護者への引き渡し訓練の実施
・児童の安全を確保し、保護者へ確実に引き渡すため、
教職員・保護者が連携した訓練を実施。

 小中一斉避難訓練の実施
 公開研究発表会の実施（予定）

⾃ら命を守るために適切な判断や⾏動を育成
関係機関と連携した防災教育の取組を進めています（⼤分県⽇⽥市）

○⼤分県教育委員会では、⾃らの命を⾃ら守るために適切な判断や⾏動を育成するとともに、
安全安⼼な社会づくりに貢献するための資質や能⼒を推進するため、｢防災教育モデル実践
事業｣を平成２４年度より実施しており、平成２７年度は県内で初となる⽔害に特化した取り
組みを⾏いました。

○平成２８年度も⽇⽥市⽴東渓⾕中学校の⽣徒を対象に出前講座を実施しました。

■実践委員会 構成メンバー
防災教育アドバイザー（ＮＰＯレスキューサポート九州）
⼤分県 防災教育担当
国⼟交通省（筑後川河川事務所 ⽇⽥出張所）
⽇⽥市 防災担当、教育委員会
⽇⽥玖珠広域消防本部 ⽇⽥消防署
⾃治会代表
指定モデル校（ＰＴＡ代表、校⻑、教頭、職員）

■⽇ 時：平成29年1⽉13⽇(⾦)
■対 象：⽇⽥市⽴東渓⾕中学校１〜２年⽣
■テーマ：⼤⽔害に備えよう〜避難の仕⽅を考える〜
■内 容：平成24年九州北部豪⾬のふり返り

平成27年関東・東北豪⾬のふり返り
避難の仕⽅を知っておこう 等

平成28年度の実践内容

国土交通省の取り組み
・実践委員会において避難や避難場所についての
アドバイス及び水災害情報等の提供

・災害時の支援体制（災害対策機械等）
・平成２４年 九州北部豪雨災害対応状況の講演
・平成２８年 熊本地震災害への対応状況説明 等

※防災教育モデル実践事業
・自らの命を自ら守るために適切な判断や行動を育成するとともに、安全安心な社会づくりに貢献するための資質や能力を
推進するため、防災教育モデル実践地域（モデル校）において、実践的な防災教育の充実発展に資するとともに、その成果を
大分県内に普及させる取り組み。
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⾃ら命を守るために適切な判断や⾏動を育成
⽔害に対する振り返り（⼤分県⽇⽥市）

○筑後川河川事務所において、昭和28年の災害を平成28年に振り返り、災害を忘れずに語り継
ぐことへの協⼒や、平成24年の災害やその後の⽔防災に関する意識調査を⾏っております。

■⽇ 時：平成29年1⽉14〜20⽇
■対 象：⼀般
■テーマ：筑後川⼤⽔害を伝える（記憶を後世に語り伝える）
■内 容：昭和28年⼤⽔害の体験を語り伝える

⼦供たちへの防災体験教室 等

■⽇ 時：平成28年11⽉〜平成29年2⽉
■対 象：花⽉川沿川住⺠等
■内 容：
・住⺠の⽔防災に関する意識調査
（アンケート調査及び聞き取り調査）

⼤⽔害を語る会・写真展 ⽔防災に関する意識調査

九州地方整備局報道機関へのライブ画像提供の充実

○地域住民の洪水被害の予防・迅速な避難等に役立てることを目的として、テレビ放送局を中心に
河川カメラ映像提供の取組を進めている。

○これまで画像提供が行われていない『サガテレビ（STS）』に対し、取組を拡充するための協議
を開始（平成29年1月）。

初回協議（(株)サガテレビに於いて）

主な協議事項
■画像提供の目的
■対象地域の河川の特徴
■今後の進め方の確認

提供する画像のイメージ
【日出来橋（H26.6.22 19時00分頃）】
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L=1.17km

L=1.00km

L=1.43km

L=0.21km
L=1.24km

L=2.97km

L=1.01km

L=0.61km

L=1.63km

L=1.01km

L=1.23km

天端の保護 裏法尻の保護

22.2km 13.0km 12.2km

内訳全体実施延長
（重複無し）

L=2.97km

L=2.62km

凡例 天端の保護
裏法尻の保護

※具体の実施箇所等については、今後の調査検討や、洪水被害の発生状況等によって変わる場合があります。
※危機管理型ハード対策と併せて、住民が自らリスクを察知し、自主的に避難できるようなソフト対策を実施予定です。
※表示されている各対策の延長計については、四捨五入の関係で概要図と合致しない場合があります。
※今後概ね５年間で対策を実施する区間を記載しています。

L=0.97km

危機管理型ハード対策概要図＜筑後川中・下流部＞

H28まで 一部H28まで H29以降
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防災行政無線などの整備促進等を通して住民に確実に伝わる
情報伝達のシステムの構築を進めています（大分県日田市）

日田市では、災害時の情報伝達手段強化のため、防災行政

無線の放送内容を電話で確認できる「防災行政無線電話応答

システム」を平成28年6月に導入しました。

防災行政無線の放送が聞き取りにくい時や、聞き逃した時な

どに電話をかけることで、放送内容を新しい順に確認すること

ができます。

■防災無線確認ダイヤル■

２５－５０４０

関係機関が連携した避難体制づくり
要配慮者施設等への防災情報提供

避難所立ち上げ支援研修の実施

平成２８年１１月２５日（金） 場所：大分県西部振興局

自主防災組織、防災士を対象とした「避難所立ち上げ支援

研修会」を大分県の協力により開催。

テーマ：避難所立ち上げのポイントについて

要配慮者利用施設の管理者向け説明会の実施

平成２９年２月１４日（火） 場所：日田市民文化会館

市内、要配慮者利用施設の管理者へ水害・土砂災害の危険

性が高まった際に適切な避難行動がとれるよう、県内施設

の管理者を対象に河川や土砂災害に関する説明会を国・

県・市の協力により開催。
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関係機関等で共同点検を実施

平成２８年５月１３日（金）日田市防災パトロールを開催。風水害の多発期に備え、災害危険予想地域等の状況を調査すると

ともに、当該地域における警戒避難体制や被害拡大防止対策を確立するため実施。平成２８年度は、平成２４年九州北部豪雨

で被害のあった有田地区の夕田橋、日掛橋、平成２８年熊本地震で被害のあった西大山新開橋付近を視察。

広報誌等を活用したわかりやすい防災情報の提供等
（広報ひたへ防災に関する記事を掲載し住民への周知を図る）
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水防災啓発等に関する取り組み

○平成２８年度も引き続き、小中学校の総合学習の場等を活用してダムの防災操作等
について説明を実施しました。（大山ダム）

■大山ダム
小中学校（５校） ２８５名

実施した学校数

参加者の感想等

【水資源機構】

大山ダムの防災操作等を説明 大山ダムの現地視察状況

大山ダムの現地視察状況大山ダムの現地視察状況

その他にも、

・ダムがないと洪水の調節がで
きないから、ダムはないといけ
ないと分かった。
等の感想を頂きました。

情報の受発信に関する取り組み
【水資源機構】

平常時にもダム諸量をリアルタイムに
ホームページでお知らせしています。

洪水調節を実施した際には、ダムによる効果等を
ホームページでお知らせしています。

H28年度は洪水調節を実施していませんので平常時のみお知ら
せしていますが、H27年度に洪水調節を実施した際は以下のよう
にお知らせしています。
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平成２８年度実施内容報告

八女市概ね５年間での取組み

• 平成２４年九州北部豪雨災害と復旧復興の記録誌を発行
し関係機関等に配布

平成２９年２月９日（木曜日）西日本新聞

作製部数：１０００部

国・県・市町村、関係団体、災害協定先、災害時支援
団体（法人、個人）へ配布
（希望者には１部１０００円で販売）

［主な内容］

第1章 八女を襲った大雨〜九州北部豪雨〜
第2章 災害の爪痕〜九州北部豪雨の被害状況〜
第3章 八女市災害対策本部の動き
第4章 被災者の支援
第5章 ボランティアの活動
第6章 災害復旧に向けて
第7章 災害予防・防止対策への取り組み
第8章 復興支援イベントと災害記録誌の制作
第9章 市民の声

平成２４年九州北部豪雨災害の記憶を風化させず、後世に伝える為に記録誌を作製。

当時の被害状況や対策本部の動き、被災者の支援、災害予防・防止対策・復旧復興への
取り組みなどをまとめた。
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• 内閣府主催により八女市立花町遠久谷行政区で「災害・
避難カード」モデル事業を実施。８月～１２月まで計３回

内閣府は平成２７年度から「災害・避難カード」のモデル
事業を進めている。平成２８年度は八女市立花町遠久
谷地区が九州で初めてのモデル地区に選ばれた。

合計３回のワークショップを実施。災害が発生した場合
について地域ぐるみで考え、どのように避難するや地域
でどう連携をとるかを具体的に議論し各自避難カードを
作製した。

• 平成２８年４月防災講演会を実施

防災まちづくりや、まちづくり防災などに地域密着の
活動や助言をいただいている、瀧本浩一氏をお招き
し、これからの地域における防災の在り方や地域づ
くりについて講演いただき、更なる八女市全体の防
災力の向上を目的に八女市防災講演会を開催した。
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• 出前講座「災害から身を守る」を計６回開催

「災害から身を守る」とのテーマで自
助・共助・公助の大切さや防災情報の入
手の方法、命を守る備え等について講座
を計６回開催した。

• 自主防災組織未設立団体に２団体の新規設立の支援

補助対象 補助金額

①自主
防災訓
練費

・ 防 災 計 画 作 成 費
・ 防 災 マ ッ プ 等 作 成 費
・ 初 期 消 火 、 避 難 訓 練 費
・その他訓練に必要な費用

世帯数×１００円＋１万円又は
実際訓練で要した費用の少ない
額

②防災
資機材
整備

・ 消 火 器 、 発 電 機 、 投 光 器
・シャベル、ジャッキ、ロープ
・ ヘ ル メ ッ ト 、 メ ガ ホ ン
・その他防災に必要な資機材

資機材購入費用の１／２以内
（上限１０万円）
新規設立組織のみ２０万円まで全
額

○自主防災組織支援整備事業補助金

補助金で設置された防災資機材

Ｈ22
年度

Ｈ23
年度

Ｈ24
年度

Ｈ25
年度

Ｈ26
年度

Ｈ27
年度

Ｈ28
年度

未結
成

合計

組織
数

171 22 7 4 1 2 2 10 219

世帯 ― ― ― ― 22,924 23,275 23,467 1,089 24,556

結成率 95.6%

平成２８年度は自主防災組織未結成の行政区へ働きかけを行い２団体の設立と
なった。⇒平成２８年度までに２０９組織設立済み
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• 平成２６年度 ハザードマップ作製

• 平成２７年度 指定避難場所の看板設置

指定避難所の周知・徹底を図ることを目
的とし、避難所看板（蓄光タイプ）を設置し
た。

八女市を２１分割にして、家の場所が確認
できるよう、１万分の１前後の縮尺の地図
で作成した。地図には、土砂災害警戒区
域等の他、浸水想定区域や避難情報等を
掲載し全世帯に配付した。

• 八女市消防団（水防団）水防訓練の実施

出水期を前に水防訓練を実施。

［主な内容］
・改良積み土のう工法
・シート張り工法
・簡易水防工法
※作製した土のうは各地域で備蓄
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地域における避難行動要支援者の
避難支援の取組（みやま市）

【第1回目】平成29年1月19日（木）

「地域共助がいのちを救う」と題した専門家の講演を
聞き、自主防災組織や避難行動要支援者の避難支援
など地域防災力の必要性について学びました。

【第2回目】平成29年2月23日（木）

参加者で地図を囲み、地域の危険箇所や避難所

を確認。また、要支援者を把握し、避難所までの避
難経路や避難支援できそうな人を検討し、後日協力
要請を行うこととしました。

◆岩田校区の５行政区と開校区の６行政区を対象に研修会を実施しました。

第1回目の様子

第2回目の様子

出前講座や自主防災組織と連携した
避難訓練の取組（みやま市）

【出前講座】

「防災について」の講演を
実施し、自主防災組織や避
難行動要支援者の避難支援
など地域共助の必要性につ
いて啓発を行いました。

【避難訓練】

情報伝達や避難支援体
制を確認するため、市、警
察署、自主防災組織が連
携して、避難訓練を実施し
ました。要支援者の避難
にあたっては、市の自主
防災組織育成補助金を活
用して整備された車いす
などが使用されました。

要支援者の避難支援の様子

出前講座の様子

【平成28年度】

◆出前講座 ： 11団体

◆避難訓練 ： 2団体

避難訓練の様子
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水害リスク情報等の共有（洪水浸水想定区域）
○ 計画の基本となる降雨を対象とした洪水浸水想定区域を県のＨＰ等で公表。

（公表ＵＲＬ：http://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/sinsui-soutei.html）
○ 今後、想定最大規模降雨を対象とした洪水浸水想定区域についても順次作成を予定。

水害リスク情報等の共有による確実な避難の確保１

洪⽔浸⽔想定区域図の例（１級⽔系）

〈参考〉⽮部川⽔系⽮部川 洪⽔浸⽔想定区域図
（※計画の基本となる降⾬による浸⽔想定区域図）

洪⽔浸⽔想定区域図の例（２級⽔系）

※ 指定状況
⽮部川、沖端川

※ 指定状況
堂⾯川、諏訪川

〈参考〉諏訪川洪⽔浸⽔想定区域図
（※計画の基本となる降⾬による浸⽔想定区域図）

福岡県河川課

要配慮者利用施設における確実な避難（施設管理者等の理解促進）
○ 水害時の避難に関する理解を深めるため、施設管理者を対象とした防災情報等に関する説明

会を関係機関と連携して実施
○ 今後も、関係機関と連携し、理解促進のための取組を実施予定

水害リスク情報等の共有による確実な避難の確保２

 
開催日時 開催地区 開催会場 参加施設数 

平成２９年１月２６日 北九州 北九州芸術劇場 206 施設 

平成２９年１月３１日 筑後南部 大牟田文化会館 200 施設 

平成２９年２月 １日 福岡 福岡市民会館 260 施設 

平成２９年２月 ２日 筑豊 飯塚コスモスコモン 220 施設 

平成２９年２月 ７日 筑後北部 ピーポート甘木 179 施設 

福岡市民会館での開催状況

北九州下術劇場での開催状況

◆説明内容

１．防災気象情報について（福岡管区気象台）

２．水害に備えて （九州地方整備局）

３．土砂災害に備えて （福岡県砂防課）

４．避難計画について （福岡県消防防災指導課）

◆開催日時、参加施設数
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的確な水防活動や迅速な復旧等のための取組２

災害復旧実務者の育成活動
〇迅速な災害復旧のため、出水期前に

実務者に対し講習会や研修を実施。

〇研修では、現地調査から査定設計書

の作成、さらに模擬査定の演習を行い、

災害復旧実務の流れを習得しています。

災害復旧実務研修

ブロック講習会

災害復旧実務講習会

• 災害に備え、平常時から地域で協力・援助体制を確立する方法や、災害時
に要配慮者を安全に避難誘導する方法などを分かりやすくまとめた防災啓
発パンフレット「みんなでつくろう災害に強いまち」を作成し、地域住民等に
配布しています。

• 「福岡県避難行動要支援者避難支援事業」、「福岡県自主防災組織リー
ダー研修会」、「福岡県地域防災シンポジウム」、「ふくおか県政出前講座」
などを通じて、防災情報の入手方法、自助・共助の重要性、自主防災組織
の活性化などの理解を深める講演や災害図上訓練を実施しています。

福岡県自主防災組織リーダー研修会福岡県避難行動要支援者避難支援事業

住民等の防災意識向上に向けた取組１
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